
平成３０年度政策プロジェクトについて 

○平成30年度の政策プロジェクトは、昨年度同様課長補佐級以下の正職員を対象に検討テーマ及びプロジェクトメンバーを募集。 
○組織の横断的連携、調整が必要な課題への対応とともに、若い職員の発想を取り入れた市政の推進及び職員のやる気を喚起し、  
  優秀な人材の育成及び発掘に取り組むことを目的とする。 
○次年度当初予算要求前（10月頃）に市長・副市長・教育長等による審査会を実施。優れた提案について関係部局からの予 
  算計上等次年度における事業化につなげる。 
○自由な課題設定に基づく提案の他、あらかじめ設定された検討課題に対する解決策を提案する解決策提案コースを創設。 

①課長補佐級職員を対象とした説明会の実施 

②検討テーマ及びプロジェクトメンバーの募集 

③ふるさと創生課による一次審査（書類審査） 

④政策プロジェクトチームによる検討 

⑤市長・副市長・教育長等による審査会 

 テーマ内容は現在の職務との関係を問わない。 
 メンバー数は5名以内を基本とする。 
  （代表者1名がエントリー） 

 メンバー構成は役職等を問わない。 

＜平成30年度政策プロジェクト実施スケジュール＞  プロジェクトチームの相談役として、ふるさと創生課から検討内容に
対応する課長補佐を紹介。当該課長補佐は、検討内容のブラッ
シュアップや実現可能性の確保に関する助言・指導を行う。 

  （政策推進コンシェルジュ制度） 

 優れた提案につき、市長より関係部局長に対応指示。指示を受け
た部局長にあっては、部局内で提案事業の磨き上げを行い、次年
度の予算要求を前提として検討。 

（審査要件） 

・テーマが敦賀市再興プランに合致しているか 
・テーマが部局横断的課題に対応しているか 
・応募書類の内容に不備又は齟齬がないか 

＜政策推進コンシェルジュ制度の概要＞ 

自由提案コース 
自由に検討課題を設定し、当該課題を解決するため
のチームを組織しエントリー 

 解決策提案コース 
予め設定された課題に対する解決策を検討するチーム
を組織しエントリー 

＜政策プロジェクト提案コース一覧＞ 

新 

５月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

1 職員説明会の開催

2 検討テーマの募集

3 書類選考（ふるさと創生課内）

4 辞令交付

5 PT活動の実施

6 審査会の実施

7 当初予算資料作成

内容

政策プロジェクト

審査会の実施



平成３０年度政策プロジェクト【解決策提案コース】の課題について 

 

 

課題１  店売りを中心とした商店街の活性化 

 【趣旨】 本市の商店街における既存商業者は、商店街での店売りではなく、

事業者向けの外売りを重視している傾向がある。 

      人口減少による需要の減少や事業者の高齢化等の要因から、商店

街の空洞化が危惧される中、北陸新幹線敦賀開業の受け皿となる中

心市街地での賑わい創出につなげる、商店街での盛んな店売りを可

能とする施策を提案すること。 

     ※店売りと外売り…商売は、店舗販売と訪問販売の２種類があると

いわれ、店売りとは店舗販売のことを、外売り

とは訪問販売のことをいう。 

 

 

課題２  国体後のフォローアップ 

 【趣旨】 今年度開催される福井国体を一過性のものにするのではなく、こ

れによって得られた知見・ノウハウを生かし、例えば、スポーツの

健康づくりへの展開・スポーツイベントの開催等といったフォロー

アップとなる施策を提案すること。 

 

 

 

課題３  移住・定住促進策 

 【趣旨】 人口減少が加速し、集落のみならず、自治体機能の維持も危ぶま

れている状況の中、市外から新しい市民を迎える移住と市民がずっ

と敦賀に居続ける定住の促進が極めて重要となる。 

      特に、本市においては社会増減が減少している一方、世帯数が増

加していることから、単身層が多く流入していると推測される。（別

添資料参照） 

      このことを踏まえ、効果的な移住と定住を促進する施策を提案す

ること。 
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敦賀市人口動態 社会増減（累計）【H24-29】 

H24 H25 H26 H27 H28 H29

H28・H29における 
社会減の減少幅の縮小 

敦賀市の人口動態について 

〇 社会増減については、平成24年度から平成27年度にかけて、年間400人近く減少しているが、平成28年
度から平成29年度については、年間100～200人程度の減少であり、社会減の減少幅が縮小している。 

 

〇 人口減少が進行している一方、世帯数は平成25年度以降年間通して増加している。世帯数増加の要因
として【世帯分離】【世帯を新設する転入】があり、本市においては、原子力発電所関連業務に従事する方
の転出入が多いことから、単身世帯の流入によるものと推測される。 
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敦賀市 世帯数増減（累計）【H24-29】 
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H25以降世帯数は年間通して増加 


